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１．外形標準課税の適用対象法人の見直しについて 

（１）減資への対応 

 ア 外形標準課税の適用対象法人について、現行基準(資本金又は出資金(以下単に「資本金」という。)  

１億円超)が維持されます。ただし、当分の間、当該事業年度の前事業年度に外形標準課税の対象であっ

た法人であって、当該事業年度に資本金１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が１０億円を超え

るものは、外形標準課税の対象とされました。 

 イ 上記アの措置が適用されるまでの間に「駆け込み」で減資を行う法人への対応として、施行日以後  

最初に開始する事業年度における外形標準課税の適用対象法人の判定ついては、上記アにかかわらず、

公布日を含む事業年度の前事業年度に外形標準課税の対象であった法人であって、当該施行日以後最初

に開始する事業年度に資本金１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が１０億円を超えるものは、

外形標準課税の対象とする等の所要の経過措置を講じることとされました。 

(注)上記の改正は、令和７年４月１日に施行し、同日以後に開始する事業年度から適用することととされ 

ました。 

（２）１００％子会社等への対応 

 ア  資本金と資本剰余金の合計額が５０億円を超える法人(当該法人が非課税又は所得割のみで課税され

る法人等である場合を除く。)又は相互会社・外国相互会社の１００％子法人等のうち、当該事業年度末

日の資本金が１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額(公布日以後に、当該１００％子法人等がその

１００％親法人等に対して資本剰余金から配当を行った場合においては、当該配当に相当する額を加算

した金額)が２億円を超えるものは、外形標準課税の対象とされました。 

イ  「産業競争力強化法」(平成２５年法律第９８号)の改正を前提に、令和９年３月３１日までの間に 

同法の特別事業再編計画(仮称)の認定を受けた認定特別事業再編事業者(仮称)が、当該認定を受けた 

計画に従って行う一定の特別事業再編(仮称)のための措置として他の法人の株式等の取得、株式交付 

又は株式交換を通じて当該他の法人を買収(対価の額が１００億円を超える場合又は１億円に満たない

場合を除く。)し、その買収の日以降も引き続き株式等を有している場合には、当該他の法人(当該認定

特別事業再編事業者(仮称)が当該計画の認定を受ける前５年以内に買収した法人を含む。)が行う事業

に対する法人事業税については、当該買収の日の属する事業年度からその買収の日以後５年を経過する

日の属する事業年度までの各事業年度においては、外形標準課税の対象外とされました。 

ウ  上記アにより、新たに外形標準課税の対象となる法人について、外形標準課税の対象となったことに

より、従来の課税方式で計算した税額を超えることとなる額のうち、次に定める額を、当該事業年度に

係る法人事業税額から控除する措置を講じることとされました。 

ａ  令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの間に開始する事業年度  

当該超える額に３分の２の割合を乗じた額 

ｂ  令和９年４月１日から令和１０年３月３１日までの間に開始する事業年度 

 当該超える額に３分の１の割合を乗じた額 

(注)上記の改正は、令和８年４月１日に施行し、同日以後に開始する事業年度から適用することとされ 

ました。 

 

 

令和６年度税制改正等について 



２．法人事業税付加価値割における賃上げへの対応について 

（１）法人が、令和６年４月１日から令和９年３月３１日までの間に開始する各事業年度において国内雇用

者に対して給与等を支給する場合において、継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に

対する増加割合が３％以上である等の要件を満たすときは、控除対象雇用者給与等支給増加額を付加 

価値割の課税標準から控除できることとされました。 

（２）中小企業者等が、令和７年４月１日から令和９年３月３１日までの間に開始する各事業年度において

国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、雇用者給与等支給額の比較雇用者給与等支給額に

対する増加割合が１.５％以上である等の要件を満たすときは、控除対象雇用者給与等支給増加額を付加

価値割の課税標準から控除できることとされました。 

(注)雇用安定控除との調整等所要の措置を講じることとされました。 

 

３．災害損失欠損金額の繰越控除の適用に係る所要の措置 

災害が発生した日から６月を経過する日までの間に終了する中間期間において生じた災害損失欠損金額に

つき当該中間期間に係る仮決算の中間申告書の提出により法人税額の還付を受けた場合における法人住民税

の法人税割及び法人事業税の所得割について、次の措置を講じることとされました。 

（１）当該中間期間の属する事業年度の法人住民税の法人税割の課税標準となる法人税額から当該災害損失

欠損金額につき還付を受けた法人税額を控除し、控除しきれない額については翌事業年度以降に控除 

することとされました。 

（２）当該中間期間の属する事業年度の法人事業税の所得の計算上、当該還付を受けた金額の計算の基礎  

となった災害損失欠損金額に相当する金額は益金算入せず、当該事業年度に生じた欠損金額について、

繰越控除制度を適用することとされました。 

（３）その他所要の措置を講じることとされました。 

(注)上記の改正は、令和６年４月１日以後に終了する事業年度から適用することとされました。 

 

４．その他の主な改正 

電気供給業を行う法人の事業税の課税標準である収入金額を算定する場合において控除される収入金額の

範囲に、発電事業者が一般送配電事業者による託送供給により電気の供給を行う場合において当該託送  

供給の料金として支払うべき金額(発電側課金)に相当する収入金額を追加する課税標準の特例措置を２年間

に限り講じることとされました。 

 

 本件に対する問合せ ⇒ 各県税事務所 法人担当まで 

 中央県税事務所  ０４３（２３１）２３００  旭県税事務所     ０４７９（６２）０７７２ 

 千葉西県税事務所 ０４３（２７９）７１１１  東金県税事務所   ０４７５（５４）０２２３ 

 船橋県税事務所  ０４７（４３３）１２７８  茂原県税事務所   ０４７５（２２）１７２１ 

 松戸県税事務所  ０４７（３６１）２２７９  館山県税事務所   ０４７０（２２）７１１７ 

 柏県税事務所   ０４（７１４７）８７４３  木更津県税事務所 ０４３８（２５）１１１０ 

 佐倉県税事務所  ０４３（４８３）１１１４  市原県税事務所   ０４３６（２２）２１７１ 

 香取県税事務所  ０４７８（５４）１３１４                 

http://www.pref.chiba.lg.jp/zeimu/jimusho/index.html         
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